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土木工事・業務の積算基準等の主な改定内容

土木部技術管理課



本資料について

■本資料の位置づけ

    ・ 本資料は、令和８年10月20日の新潟県積算基準等の全面改定に合わせ、今年度既に適用して

いる改定内容も含め、令和８年度における主な改定内容を整理したものです。

    ・ 歩掛、単価、補正方法等の詳細な改定内容は記載していません。

各基準・要領等の最新版をご確認ください。

■国土交通省資料の取扱い

 ・ 参考資料として、国土交通省の改定資料を一部使用しています。

    ・ 本資料では、国が令和８年４月１日から適用している内容に対し、新潟県における適用時期を

併せて示しています。



目次

１ 諸経費率の改定について（令和８年４月２０日以降適用）

２ 現場環境改善費の改定について（令和８年４月２０日以降適用）

３ 現場作業における熱中症対策について（令和８年８月７日策定）

４ ＩＣＴ活用工事等の実施要領について
（令和８年９月１日以降適用及び１０月２０日以降適用）

５ 週休２日適用工事の試行実施要領の改定について（令和８年１０月２０日以降適用）

６ 「快適トイレ」の試行実施要領の一部改定について（令和８年１０月２０日以降適用）

７ 「単品スライドマニュアル」及び「運用マニュアルの詳細の運用」の一部改定について

（令和８年５月８日及び９月２５日一部改定）



１ 諸経費率の改定について（令和８年４月２０日以降適用）

○ 国土交通省の改定資料では以下のとおり示されている。
・最新の本社経費の実態を反映し、一般管理費率等を改定
・引き続き、適正な利潤が確保されるよう実態調査を継続していくとともに、公共工事に従事する者に対して適正な額の賃金が
支払われるよう、賃金・労働時間等の実態調査の取組を強化していく。

○ 国土交通省の改定に準じ、新潟県においても令和８年４月２０日に諸経費率を改定した。

国土交通省の改定に準じ、諸経費率の改定を行いました。

出典：【参考資料】R８年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 より一部抜粋
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html）

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html


２ 現場環境改善費の改定について（令和８年４月２０日以降適用）

出典：【参考資料】R８年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 より一部抜粋
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html）

○ 国土交通省の改定資料では以下のとおり示されている。
・昨今の建設業を取り巻く状況を踏まえ、実施する内容を見直し。
・より効果的な現場環境改善が図られるよう、実施内容の絞り込みを行うとともに、熱中症対策・防寒対策への充当を強化。

○ 国土交通省の改定に準じ、新潟県においても令和８年４月２０日に現場環境改善費を改定した。

国土交通省の改定に準じ、現場環境改善費の改定を行いました。

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html


３ 現場作業における熱中症対策について（令和８年８月７日策定）

R8.8策定
(本要領適用前に契約した
 工事・業務も対象)

○ 新潟県では、「建設工事における猛暑対策事例集」※を参考とした施工時間の変更等について協議があった場合には、
現場条件や対策の必要性を鑑みて適切に対応することとしている。
※国土交通省『建設工事における猛暑対策サポートパッケージ』においてまとめられた事例集

○ 特に猛暑時間帯における現場作業回避についての取扱いを定め、試行することとし、試行実施要領の策定を行った。

「猛暑時間帯における現場作業回避に係る試行要領」を策定しました。

※これまでの取組について
当ページにまとめました。
（令和８年８月７日掲載）



○ 「ＩＣＴ活用工事」の導入段階の取組として、現場で普段使いできる手軽なＩＣＴの導入を促進するため、令和８年８月に
新潟県独自の運用である「普段使い型ＩＣＴ」の試行実施要領を策定し、令和８年９月１日から試行を開始した。

○ 併せて、国土交通省の実施要領に「導入型ＩＣＴ」が追加されたことを踏まえ、新潟県においても令和８年１０月２０日に
「ＩＣＴ活用工事」実施要領を改定する。

「ＩＣＴ活用工事」に新たな取組が加わります。

■「普段使い型ＩＣＴ」

従来の５つプロセスに
囚われずに活用が可能！

① 対象「作業」を限定しない！

② 対象「機器」を限定しない！

③ 施工管理・出来形管理に
    おける「普段使い」

④ 損料相当額を費用計上！

「普段使い型ＩＣＴ」のポイント

出典：【参考資料】R８年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 より一部抜粋
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html）

※青囲み部は国交省の資料です。
赤囲み部で、当県の運用の位置づけを示しています。

国土交通省運用に準拠し、
令和８年10月20日改定で導入

新潟県独自運用として
令和８年９月１日適用開始

４ ＩＣＴ活用工事等の実施要領について
（令和８年９月１日以降適用及び１０月２０日以降適用）

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html


※費用補正を廃止しても、週休２日の取組自体を廃止するものではなく、
県として週休２日を推進していく考え方に変更はありません。

５ 週休２日適用工事の実施要領の改定について（令和８年１０月２０日以降適用）

一般土木、下水、機械・電気通信設備、
公共土木維持管理業務委託

営繕工事 港湾工事

労務費 廃止 廃止 廃止

市場・標準単価 廃止 廃止 廃止

共通仮設費率 廃止 廃止
1.02

(月単位・完全週休２日)

現場管理費率 廃止 廃止
1.02

(月単位・完全週休２日)

○ 国土交通省の改定資料では以下のとおり示されている。
・直轄工事における試行を通じて、建設業は完全週休２日を含む週休２日が可能な業界であることを確認
・他方、地域の実情や現場の状況等により、多様な働き方が求められている状況を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した
多様な働き方の実現を目指していく。

○ 週休２日適用工事の取組状況や、国土交通省の運用改定を踏まえ、新潟県においても令和８年１０月２０日に週休２日適用
工事の実施要領を改定する。

国土交通省の改定に準じ、週休２日適用工事の実施要領の改定を行います。



６ 「快適トイレ」の試行実施要領の一部改定について（令和８年１０月２０日以降適用）

出典：【参考資料】R８年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 より一部抜粋
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html）

○ 国土交通省の改定資料では以下のとおり示されている。
・最新の調査実態を踏まえ、上限額を見直すとともに、更なる現場環境改善の推進の観点から、上限基数を撤廃。
（設置基数は、現場毎に必要性を協議の上、決定）

○ 国土交通省の改定に準じ、新潟県においても令和８年１０月２０日以降適用として「快適トイレ」の試行実施要領を一部改定する。

国土交通省の改定に準じ、「快適トイレ」の試行実施要領の改定を行います。

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001304.html


７ 「単品スライドマニュアル」及び「運用マニュアルの詳細の運用」の一部改定について
（令和８年５月８日及び９月２５日一部改定）

技術管理課スライド条項関係トップページ 単品スライドページ

改定については
新潟県土木部技術管理課
のHPから確認可能

○ 請求対象工事及び請求時期の明確化（マニュアル P1、P37）【令和８年５月８日】
・単品スライド条項の適用は、工期内に必要な協議期間及び契約変更手続に要する期間を確保するため、

           工期末の２か月前までの請求を原則としている。
・ただし、受発注者間で協議の上、必要な期間を確保できる場合は、工期末の２か月前を過ぎても請求可能である旨を追記した。

○ 実際の購入金額が適当であることを証明する資料の明確化（マニュアル P6、詳細の運用）【令和８年９月２５日】
・地場材等で実購入先以外から見積りを徴収できない場合は、「実購入先を含まない２社の見積り」を不要とする旨を明確化した。
・ただし、「実購入先を含まない２社の見積り」がない場合は、その理由を引き続き証明する必要がある。

問合せの多い項目について、取扱いを明確化しました。

※運用自体を変更するものではなく、
取扱いを明確化したものです。
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